
 

 

 

 

 

平成31年度公営企業局（公営企業会計）主要事業 
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【平成３１年度公営企業局主要事業の作成にあたって】 

水道事業、工業用水道事業、下水道事業及びモーターボート競走事業を取り巻く経営環境は、人口減少

等に伴う料金収入等の減少、施設等の老朽化に伴う更新需要の増大、大規模災害などへの危機管理対策

の強化など、厳しさを増しつつあります。 

このような状況を踏まえ、平成 30 年 4 月に、これらの事業を所掌する水道局、都市整備局下水道部、 

公営事業局の組織を統合し、新たに公営企業局を設置し、これまで各事業で培ってきたノウハウや組織

統合によるスケールメリットを生かし、各事業が連携し事業運営を行い、経営基盤の強化を図ることと

しております。 

公営企業の各事業に対する市民の理解と関心を深め、情報共有を図る観点から、平成３１年度公営企業

局予算原案の調整過程における主要事業を１２月下旬に公表し、皆さんのご意見をお聞きし、この度、平

成３１年度予算における各会計の重点事項の内容をまとめた公営企業局主要事業を作成しました。 

 

【公営企業における事業運営の基本的な考え方】 

１ 公営企業局では、中長期的な視点で選択と集中を行い、事業の効率化を図るなど経営基盤の強化に

取組み、持続可能な事業運営を目指します。 

２ 水道事業、工業用水道事業及び下水道事業は料金収入等を以って独立採算による事業運営を行い、

市民生活や産業・都市活動を支えるライフラインの役割、雨水による浸水防止や汚水処理による生活環

境の保全の役割などを、モーターボート競走事業は収益を確保し、市のまちづくりに貢献する役割を果

たしています。 

３ 各事業は、取組むべき課題や今後の方向性を示すビジョン又は経営計画を５年又は１０年単位で策

定し、収入の状況や国の動向などに留意しながら、重点化する施策などに必要な予算を確保し、計画目

標を達成することを基本に事業を推進し、本市が目指す「ありたいまち」の実現に向けて取組んでいま

す。 

 

【各事業における重点化する施策の考え方】 

（１）水道・工業用水道事業 

更新時におけるダウンサイジングによる施設規模の縮小、投資時期などを考慮した効果的、効率的

な整備に取組みます。また、近い将来発生が予想されている大規模災害時における危機管理対策に

積極的に取組みます。 

現行ビジョンの最終年度であることから、期間内に設定した目標の達成に向けた方策を着実に推進

します。 

①水道・工業用水道の次期ビジョンの策定 

②老朽化した配水管の更新と耐震化 

③危機管理への対応 

④水道施設の維持・更新 

（２）下水道事業 

引き続き、施設の改築更新、浸水対策、地震対策、高度処理等の推進に取組み、持続的な下水道機

能の確保とライフサイクルコストの低減を図ることなどを目的に下水道施設を計画的かつ効率的に
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管理するストックマネジメント計画を策定します。 

また、中期ビジョン後半計画（平成 29～33 年度）に基づき、事業費の平準化を行いながら各施設

の整備を行うとともに、国からの交付金の確保や建設改良積立金の活用などを行うとともに、施設

の維持管理コストの削減や事業手法の見直しを行い、一層の経費の削減・抑制に努めます。さらに、

喫緊の課題である集中豪雨等に伴う浸水対策についても、着実に実施していきます。 

①老朽化した下水道管きょの更新と耐震化 

②浸水対策 

③地震対策 

④高度処理の推進 

⑤経営基盤の強化に向けた取組 

 

（３）モーターボート競走事業 

新たに策定した事業経営計画（計画期間：平成 31～35 年度）の初年度にあたることから、効

果的な売上向上対策や快適な施設環境の整備を進めます。 

①収益の確保 

②施設の効率化と快適な施設環境の整備 

 

【平成３１年度公営企業局の主要事業】 

平成３１年度は、将来を見据え、今後の事業運営の基本指針となるビジョンの策定、安定供給のための

計画的な施設整備、災害時への迅速な対応をするための応急給水拠点の整備などの危機管理対策の充実

に努めるとともに、収益向上策や維持管理体制の見直しなどの取組を実施します。 

 

（１）主要事業 （１７件） 

新規３件     拡充２件     継続   １２件 

 区分 新規：新たな取組を行うもの。  

拡充：既に取組んでいる事業に新たな取組を付加するもの。 

 

（２）金額表示 

予算額は、千円単位で表示しています。人件費（正規職員・嘱託員）及びアルバイト賃金は予算額

から除いています。 

※平成３０年度当初予算、平成２９年度決算には、繰越額を含んでいます。 

（３）その他 

地方公営企業法では、予算原案は、公営企業管理者が作成することとなっており、原案は、市長等

の調整を経て、当初予算案としています。 

以  上 

 

 



主要事業一覧

水道事業、工業用水道事業、下水道事業会計 （千円）

No    事業名  区分 事業費
掲載

ページ
所管課

1 次期水道・ 工業用水道ビジョン策定事業 継続 12,376 4 水道部経営企画課

配水管整備事業

（老朽化した配水管の更新と耐震化）

3 漏水対策事業 （有効率向上対策） 継続 146,058 6 工務課、管路維持課

4
施設の再構築
（神崎浄水場ろ過池設備更新事業）

継続 489,727 7 神崎浄水場

5
施設の再構築
（園田配水場集中監視制御設備更新事業）

新規 14,478 8 工業用水課

応急給水拠点整備事業 水道部計画課、工務課

（仮設給水栓を用いた応急給水拠点の整備） お客さまサービス課

水道部経営企画課

お客さまサービス課

8 次期下水道中期ビジョン策定事業 新規 10,769 11 下水道部計画課

下水道管き ょ及び施設の改築更新事業 下水道部計画課、建設課

（老朽化対策） 施設課、 浄化センター

10 下水道浸水対策事業 継続 873,501 13 建設課、施設課

建設課、施設課

浄化センター

12 下水道高度処理の推進 継続 908,000 15 施設課

13 処理場 ・ ポンプ場の運転操作等業務委託 新規 185,245 16 施設課、浄化センター

水道部経営企画課

下水道部経営企画課

15 水道料金及び下水道使用料の収納率向上 継続 - 18 お客さまサービス課

モーターボート競走事業会計

16 電話投票売上向上事業 拡充 79,070 19
ボー ト レース事業部経営
企画課、 開催運営課

17 モーターボート競走場施設改修事業 継続 186,647 20 施設整備担当

上下水道お客さまセンター運営事業 継続 439,928 10

17

6 拡充

5

9

3,668,396

271,300

22,389

7

水道・ 工業用水道・ 下水道・モーターボート競走事業

14 広報・広聴活動事業 継続

9 継続

11 下水道地震対策事業 継続

2 継続 工務課、管路維持課

12

14

1,630,443

15,724
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　将来においても安定的に事業を継続していくため、より
長期的な視野（40年先の水需要）を見据えた中で、直近
10年間に取組むべき方向性を定めた次期ビジョン（計画
期間：平成32年度～41年度）を策定します。

　具体的な取組むべき方向性は、次のとおりです。
　・水供給システムの最適化
　　人口が減少し、水需要と施設能力との乖離が大きく
　なっていくことが見込まれるため、今後の水需要に見
　合った施設の能力に見直していきます。
　・災害への備え
　　近年自然災害が多くなっていますが、その中において
　も水道がライフラインとしての機能を確保できるように
　施設の耐震化などを実施し、また市民の皆様や地域と
　協力して災害対策（リスクコミュニケーション）を行って
　いきます。
　・事業運営の持続
　　これらの取組みを行っていく上での財源の確保はもち
　ろんですが、市民の皆様に水道に関心を持ってもらい
　理解を深めてもらうための取組みを今後一層行ってい
　きます。

　以上の方向性を公営企業審議会において審議してい
ただくとともに、市民の皆様にもパブリックコメントを通じ
てご意見をお聞きします。

課題
・水需要は給水人口やユーザー企業の減少、節水機器の普
及などにより減少傾向にあり、これに伴い給水収益も減少
し、平成29年度の水道の給水量はピーク時の平成4年度比
較で69.5％となっている。水道、工業用水道とも水需要に対し
施設能力が過大となっている。
・管路や取水場・浄水場等の施設の老朽化が進んでいる。管
路は老朽管の更新と合わせ耐震化を進めているが、管路全
体の耐震化率は水道22.2％、工業用水道62.4％、水道の基
幹管路(管路全体の内、導水管及び口径300mm以上の配水
管)の耐震化率は46.2％となっている。 （平成29年度末現在）
・非常時における災害対策を充実する必要がある。

策定にあたっての考え方
・より長期的な視点に立ち、４０年先の状況を見据え、直近
１０年間における課題解決の方向性を示す。
 ・国が策定した「新水道ビジョン」（平成25年3月）に示されて
いる、「安全」「強靭」「持続」の観点を踏まえる。
・今後の水需要に対し適切な施設能力のあり方の方向性を
明らかにするとともに、アセットマネジメントによる計画的な資
産管理を行う。

審議会等開催状況（平成30年度～31年度)
・公営企業審議会　　６回開催
・専門部会　　　６回開催

平成32年度から次期ビジョンに基づく事業を実施する。

　備考

平成31年度内容 計画目標

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

目的

　　12,376千円
（水道 6,188千円

工業用水 6,188千円）

　　55,272千円
（水道 28,016千円

工業用水 27,256千円）
-

（厚生労働省：新水道ビジョンより抜粋）

【ビジョンの目指すべき方向性（イメージ例）】

No.1

　平成32年度からの水道・工業用水道の事業運営の基
本方針となる次期ビジョンの策定を行います。

平成３１年度公営企業局主要事業

Ⅰ　水道・工業用水道事業会計

事業名 次期水道・工業用水道ビジョン策定事業 継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業
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水道事業  　基幹管路（導水管＋配水本管）

工業用水道事業　　導水管＋配水管

耐震化率
配水管布設工事

　備考

※1 配水管網の再構築
　水需要が今後も減少する中で老朽化した配水本管の本格
的な更新時期が到来することから、今後の配水管整備の長
期方針として配水管網の再構築に関する基本構想を平成
29年度に策定しました。当構想では、配水ブロック化のほ
か、水需要に応じた管口径の縮小やバックアップ機能の維
持・強化について定めています。

※2 工業水道事業の撤去工事
　配水管の口径が大きく同一ルートでの更新が不可能で
あったため別ルートへ布設替えをし、不用となった既設管路
を廃止します。

※3 基幹管路とは
　水道事業では、河川から取水した水を浄水場まで運ぶため
の導水管及び配水本管（本市では口径300mm以上の配水
管）を重要な役割を担う管路として位置付け、基幹管路と定義
しています。
　（国は「国土強靱化基本計画」に基づくアクションプランにお
いて、基幹管路の耐震適合率を平成34 年度末までに50％に
引き上げることを数値目標として掲げています。）
　なお、工業用水道事業では明確な基幹管路の定義はなく、
本市では導水管及び配水管を基幹管路と定義しています。

北西部地域の配水ブロック化

　水道事業では、8.8kmの耐震管への更新工事と、水道
使用者等の要請に応じて1.5kmの新設工事を行います。
また、北西部地域の「配水ブロック化」に必要な電動弁設
置の設計業務を行います。
　工業用水道事業では、0.3㎞の耐震管への更新工事を
行うほか、0.9㎞の撤去工事（※2）を行います。

　平成31年度までのビジョンの期間中における基幹管路（※3）
の耐震化率は、水道事業で50.0％（計画数値49.1％）、工業
用水道事業で63.8％（計画数値63.6％）となる見込みです。
　また、北西部地域の配水ブロック化については、平成33年
度に完了する見込みです。

平成31年度内容 計画目標

平成３１年度公営企業局主要事業

Ⅰ　水道・工業用水道事業会計

事業名 配水管整備事業（老朽化した配水管の更新と耐震化）

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

目的

　　1,630,443千円
（水道 1,307,557千円

工業用水 322,886千円）

　　1,843,579千円
（水道 1,689,381千円

（平成29年度繰越額

329,784千円を含む）

工業用水 154,198千円）

　　1,765,189千円
（水道 1,630,527千円

（平成28年度繰越額

537,243千円を含む）

工業用水 134,662千円）

　「重要度」「老朽度」「耐震性」の３つの観点から更新の優先順
位を定め、配水管の整備工事を行います。なお、更新にあたっ
ては、耐震化するとともに将来的な水需要の減少を考慮した管
口径の縮径を図るなど配水管網の再構築（※1）を見据えて取組
みます。
　また、平常時の水圧が比較的低い北西部地域を対象に、他の
地域と分離して管理を行う「配水区域のブロック化」（以下「配水
ブロック化」という。）に取り組み、災害時の断水の解消を進めま
す。

No.2
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62.3
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平成３１年度公営企業局主要事業

Ⅰ　水道・工業用水道事業会計

事業名 漏水対策事業（有効率向上対策）

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

目的

　146,058千円 　146,690千円 　131,735千円

No.3

　給水人口10万人以上の大規模事業体に対して国が求
めている有効率（※1）（98％以上）の目標達成に向けて、
①漏水の早期発見による二次災害の防止及び有収率
（※2）の維持、②漏水発生リスクの低減、③漏水量の減
少を目的に取組を進めます。

平成31年度内容 計画目標

　①漏水調査業務 　平成32年度以降の有効率の各年度目標値については、現
在策定中の次期ビジョンでお示しする予定ですが、次期ビ
ジョンの計画期間（平成32年度～41年度）内に国が求める
98％以上とすることを目指します。

　漏水の早期発見による二次災害（道路陥没事故な
ど）の防止と有収率の維持を目的に実施している漏
水調査に引き続き取り組みます。平成31年度につい
ては、武庫地区と立花・大庄地区の一部を対象に漏
水調査(委託)を実施するとともに、本庁・小田地区の
一部で職員による漏水調査を行います。
（委託　15,733千円）

　②鉛製給水管公道部取替事業
　①漏水調査業務

　漏水発生のリスク低減のため、本市で発生する漏
水修繕件数の多くを占める鉛製給水管の取替事業
に引き続き取り組みます。平成31年度は、鉛製給水
管公道部取替計画に基づき561箇所の工事を行いま
す。（130,325千円）

　調査結果を踏まえ、より効率的・効果的になるよう、調査
方法の検討や区域等の選定を適宜実施していきます。

　②鉛製給水管取替事業

※1 有効率：有収水量に配水管の更新工事や公営企業局水道部で使用した水量など有効に使用された水量を加えた「有効水量」の割合

※2 有収率：浄水場から送り出された水量に対する料金等の収入のあった「有収水量」の割合

鉛製給水管から耐衝撃性塩化ビニル管に取替え

　漏水修繕工事や家の建替えに伴う給水装置工事改造
工事の取替え、配水管布設替工事と合わせて取替工事
を行うことで、公道部の鉛製給水管は平成40年度に解消
する見込みです。

　備考

　③配水管整備事業（№2参照）

　本市において比較的地盤（標高）が高い北西部地
域の一部とその他地域の水圧格差を低減（配水圧を
適正化）させ、平成34年度以降、その他地域の余剰
水圧を低減することで漏水量の減少に取り組みま
す。
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残箇所数取替箇所数 鉛製給水管の取替箇所数と残箇所数

公道部取替 配水管工事
漏水修繕 給水工事
残箇所数

配水量の分析（全国平均値）

継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

- 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

有 効 率 92.8% 92.9% 92.6% 92.6% 92.8%

有 収 水量 有 収 率 90.1% 90.2% 89.8% 90.0% 90.3%

無 収 水量 無 収 率 2.7% 2.7% 2.8% 2.6% 2.5%

無 効 率 7.2% 7.1% 7.4% 7.4% 7.2%
「水道統計」（社団法人 日本水道協会）より

区　分

配 水 量

有 効 水 量

無 効 水 量

本市の有効率・有収率の推移

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

有 効 率 93.8% 93.8% 93.8% 94.0% 94.8%

有 収 率 91.0% 91.1% 91.0% 91.3% 92.1%

有効水量

配水量
有効率＝

有収水量

配水量
有収率＝
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【ろ過池】
　細かい砂や砂利を敷き詰めたろ過層に水を通して、目に見えない濁りなどを取り除く設備

平成31年度内容 計画目標

　備考

　阪神水道企業団からの受水と神崎浄水場の自己水との持
ち方など「施設能力の適正化」についての考え方を整理して
次期ビジョンでお示しする予定です。しかし、人口の減少に伴
い、今後も水需要が減少していくと考えられる状況や、現在
の浄水量から勘案し、施設能力を日量８万４千 から４万３
千 に縮小し、12池あるろ過池のうち６池のみを更新対象に
取組を進め、平成31年度の工事完成を目指します。

○スケジュール
　平成29年度　設計
　平成30年度　契約、着工（機器製作）（債務負担行為
　　　　　　　　　で予算措置）
　平成31年度　機器搬入・設置工事完成

○事業費
　 496,206千円

　神崎浄水場のろ過池及び沈でん池の電気設備を、昭
和60年度から61年度にかけて更新し、すでに30年以上
が経過しています。また、ろ過池の洗浄時に開閉する弁
類は、平成４年度から６年度にかけて更新し、すでに25
年が経過しています。いずれも経年劣化が進んでいるこ
とから、安定した浄水処理を行うため更新するものです。

　　「安全で良質な水道水の継続供給」と「災害に強い給
水システムの構築」を目的に神崎浄水場の老朽化した設
備を更新し、市内配水を安定的に行います。

平成３１年度公営企業局主要事業

Ⅰ　水道・工業用水道事業会計

事業名 施設の再構築（神崎浄水場ろ過池設備更新事業）

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

目的

　　489,727千円 - 　　　6,479千円

No.4

神崎浄水場ろ過池設備更新工事の範囲

神崎浄水場ろ過池

設備更新工事の範囲

継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業
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【集中監視制御設備】
　遠方の取水場設備や浄水処理の設備を一元的に管理するための設備で計測設備や通信設備等からなる複合設備のこと。

平成31年度内容 計画目標

　本市工業用水の主要な配水施設である園田配水場の
集中監視制御設備は、取水、浄水及び配水までを一元
的に管理している工業用水の基幹的な設備であり、平成
9年に設置され20年以上経過しています。当該設備の法
定耐用年数は、一般的に10年とされていますが、本市に
おいては、これまで点検結果に基づく主要部品等の修
理・交換などによって延命化を図ってきました。しかし、部
品の製造中止などで、これ以上の運用は困難な状況と
なっており、故障等が発生した場合には、ユーザー企業
の生産活動への影響が避けられないことから、更新に向
けた設計委託を実施するものです。

　園田配水場集中監視制御設備の更新にあたっては、将来
の他事業体と連携した施設のあり方に係る検討状況を踏ま
える必要があるが、その実現までには、なお10年以上を要す
る見込みであり、当該設備の重要性を鑑み、平成31年度に
設計業務委託を行い、平成33年度の工事完成を目指しま
す。

○スケジュール
　 平成31年度　設計
　 平成32年度　契約、着工
　 平成33年度　工事完成

○事業費
　 467,000千円

　備考

目的

　　14,478千円 - -

　「工業用水の安定供給」と「災害に強い給水システムの
構築」を目的に、工業用水を市内ユーザー企業に対して
安定的に給水するとともに西宮市及び伊丹市への安定
した供給を継続するため、園田配水場の老朽化した設備
を更新します。

平成３１年度公営企業局主要事業

Ⅰ　水道・工業用水道事業会計

事業名 施設の再構築（園田配水場集中監視制御設備更新事業）

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

No.5

広域的な工業用水の供給システムの概要図（現状）

園田配水場集中監視制御設備

新

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業
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平成３１年度公営企業局主要事業

Ⅰ　水道・工業用水道事業会計

事業名 応急給水拠点整備事業（仮設給水栓を用いた応急給水拠点の整備）

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

No.6

目的

　　15,724千円 　　　3,904千円 　129,366千円

　本市では、標高が高く浄水場から離れているために災害
時に断水が発生する可能性が高い北西部地域でこれまで
耐震性緊急貯水槽を整備してきました。一方、地震時の被
害想定を再検証したところ、配水管全体の被害件数が増
加した一方で、配水本管の被害件数が非常に少なく、地震
発生初期から水圧が確保できる結果となりました。
　このため、配水本管へ応急給水拠点の整備を行い、地
震発生初期から開設できる災害時給水拠点を耐震性緊急
貯水槽に加えて市内全域で早期に確保し災害への備えを
さらに充実します。

災害時給水栓のイメージ

　備考

【1　災害時給水栓の特徴】
①水道管で供給するため、給水量の制限なく使用が可能で
あり、また、給水車による方法に比べて待ち時間が短縮され
ます。
②比較的少ない費用で短期間に整備が完了します。
③交通に支障の少ない安全な場所での応急給水が可能で
あるとともに、給水器具の操作も簡便であるため、市民の皆
様が自ら設置し、給水して頂くことが可能です。

【３　運用形態について】
　設置完了後は地域の皆様と共同訓練を行うとともに、当給水
拠点の開設や運営等を市民の皆様や関係団体で行っていた
だく仕組みづくりを目指します。

１　災害時給水栓の新設（５箇所） 　地震発生初期3日間に対応できる応急給水拠点を市内全
域半径1km圏内で設置するため、これまで整備してきた耐震
性緊急貯水槽（7カ所）と浄水場の配水池（3カ所）に加えて、
新たに災害時給水栓による応急給水拠点（20カ所）を整備し
ます。

　車道に布設されている既設の配水本管から分岐し、隣
接する歩道や学校・公園等の公共施設内へ応急給水拠
点を設けるための耐震管及び付帯設備を整備します。

２　仮設給水栓の購入（５セット）

　災害時給水栓に設置する仮設給水栓を購入します。

平成31年度内容 計画目標

【２　整備スケジュール】
材料の仕様決定や設置場所の選定等を含め、平成31～32
年度で整備を完了する予定です。

公園や学校、
歩道など

災害時給水栓

災害時給水栓

耐震管

仮設給水栓

拡

 従来の運用形態 今後の運用形態 

給水用資機材 水道部で保管 現地備蓄 

開設  市民の皆様との連携 

運営 職 員 市民の皆様との連携 

職 員 

移行

【運用形態のイメージ】

災害時給水栓（H31設置予定）

災害時給水栓（H32設置予定）

浄水場

耐震性緊急貯水槽

耐震性緊急貯水槽 ７箇所 整備済み

災害時給水栓 ２０箇所 整備予定

応急給水拠点の整備状況

名　　称 施　設　数 整備状況

浄　水　場 ３箇所 整備済み

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業

※平成29年度は、耐震性緊急貯水槽設置（武庫南小学校、100 、1基）

※
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　備考

　引き続き、上下水道お客さまセンターを運営します。
　（委託期間　平成30年～35年度）
　
　委託業務に係るモニタリングを継続して行うことで、窓
口応対の改善や業務の効率性を高め、お客さまサービ
スを更に向上させていくことを目指します。

　庁舎１階の職員食堂廃止後のスペースをお客さま窓口とし
て活用するために改修工事を行い、料金関連業務の窓口を
庁舎の２階等から１階に集約するとともに、「上下水道お客さ
まセンター」を平成31年１月に開設しました。
　直営及び複数業者への個別委託などにより行っていた業
務について、委託範囲を拡大するとともに、包括的な委託方
式に変更します。これにより、複数業者との間で行っていた連
絡調整の効率化を図るほか、給水装置工事に係る繁忙期の
手続き期間を短縮します。
　また、職員によるモニタリングを継続して行い、より良い
サービスの維持、向上を目指します。

平成31年度内容 計画目標

　お客さまの利用機会が多い料金関連の窓口業務を上
下水道庁舎１階の分かりやすい場所に集約し、業務委
託範囲の拡大、関連する業務について包括的な委託方
式に変更することにより、お客さまの利便性の向上や事
務処理の効率化を図ります。

平成３１年度公営企業局主要事業

Ⅰ　水道・工業用水道事業会計

事業名 上下水道お客さまセンター運営事業

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

目的

　439,928千円
（水道 439,377千円
工業用水 551千円）

　161,552千円
（水道 160,711千円
工業用水 841千円）

　1,575千円
（水道 1,575千円）

No.7

上下水道お客さまセンター

継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業
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＜中期ビジョンに定める主な内容＞
○基本方針　○整備目標　○具体的施策
○管理と経営に関する事項

平成31年度は以下のことについて整理等を行う予定です。
・課題に係る資料の収集整理
・計画策定の趣旨、目的等の整理
・事業の現状、課題等の整理
・基本理念及び基本方針の策定
・施策の体系化
・施策の目標の策定
・施策の目標の達成に向けた行動指針の策定

下水道施設の今後の整備にあたっての基本的な考え方
及び主要施策の取り組みの方向性を示す素案を作成す
るにあたり、課題に係る資料の収集・整理、分析・評価
等を行い、次期ビジョンの策定を目指し、業務委託を実
施します。

 左記の項目について、平成31年度に作成するビジョンの素
案にて、平成32年度に公営企業審議会で審議し、平成33年
度においても同様に審議を進め次期中期ビジョンを策定しま
す。

【スケジュール（案）】

平成３０年度 　部会の設立検討
　　　　　　　　　 基本理念の策定
　　　　　　　　 　課題の抽出

平成３１年度　 課題に係る資料の収集
　　　　　　　　　 施策の体系化
　　　　　　　　 　目標・行動指針の策定

平成３２年度　 ビジョン策定に係る公営企業審議会
　　　　　　　　　施策の重要度・優先度の設定
　　　　　　　　　中長期計画（案）の策定

平成３３年度 　ビジョン策定に係る公営企業審議会
　　　　　　　　　財政収支計画
　　　　　　　　　ビジョン（案）のとりまとめ
　　　　　　　　　公表

平成３４年度　新ビジョンに基づく事業実施

　備考

【ビジョンの目指すべき方向性】

　下水道を取り巻く環境は大きく変化しており、社会的な要求が多様化しています。今後も下水道サービスを安定的に
提供するためには、市民のニーズ、財政状況等を把握した上で、多様化する下水道事業の課題に効率的、効果的に
取り組む必要があります。
　下水道事業の課題について、現中期ビジョンでは老朽化する施設の改築更新、大雨による浸水被害の低減、想定さ
れる地震に対する耐震化等の防災対策及び高度処理の推進等を実施しておりますが、これらの取組は次期中期ビ
ジョンにおいても継続させると共に、今後必要とされる下水道施設の再構築や災害への対策等を考慮した持続可能な
下水道の方向性を示すように、ビジョンを策定します。

目的

10,769千円 ‐ ‐

　下水道事業の課題への取組を効率的、効果的に進め
ていくとともに、市民の理解と協力を得るため、下水道施
設の今後の整備に当たっての基本的な考え方（方針）及
び主要施策の取組の方向性等を示すことを目的に、次
期中期ビジョン（案）の策定を目指す。
　・現中期ビジョン　 ：平成24年度～平成33年度
　・次期中期ビジョン：平成34年度～平成43年度予定

平成31年度内容 計画目標

平成３１年度公営企業局主要事業 No.8

Ⅱ　下水道事業会計

事業名 次期下水道中期ビジョン策定事業　

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

【ビジョンの目指すべき方向性（イメージ例）】

（国土交通省：新下水道ビジョンより抜粋）

新

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業
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長寿命化計画に基づき、以下の工事等を行います。
○管きょ改築工事、老朽管調査
　　　老朽化した管きょの集中する東部処理区（№１３参
　　　照）を中心に管更生工事１６件を実施します。また、
　　　平成３２年度以降の工事実施に向け、布設管きょの
　　　調査を行います。（1,961,039千円）

○施設の改築更新工事等
　　　汚水ポンプ回転制御整備改築工事、地下燃料タン
　　　ク設備改築工事、沈砂設備改築工事など、下水道
　　　施設の機械設備、電気設備の改築更新工事を行う
　　　とともに、エンジン等の消耗部品等の取替、分解整
　　　備により、機器機能の回復と延命化を図るための
　　　修繕工事を実施します。（1,707,357千円）

　　管きょ
　　　　総延長1,069km　　（平成29年度末現在）

　備考

　※　平成20年度に「下水道長寿命化支援制度」を国土交通省が創設されたことを受けて策定
　　＜現在実施中の改築計画＞
　　　○尼崎市下水道長寿命化計画（H25年度～H31年度）
　　下水道施設の老朽化等に起因する日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止し、ライフサイク
　　ルコストの最小化の観点を踏まえ、計画的に改築を推進するため、「長寿命化対策」を含めた施設の改築等に関し、対策内容や対
　　策時期等を定めたもの。
　　＜現在策定中の改築計画＞
　　　○尼崎市下水道ストックマネジメント計画（策定期間　H29年度～H31年度）
　　下水道長寿命化支援制度を発展させて、下水道施設全体の中長期的な施設の状態を予測しながら維持管理・改築を一体的に捉
　　え、計画的・効率的に管理することにより下水道施設全体のライフサイクルコストの低減を図ることを目的として、平成28年度に「下
　　水道ストックマネジメント支援制度」が国土交通省において創設され、当該制度を活用して策定しています。
　

平成31年度内容 計画目標

平成３１年度公営企業局主要事業 No.9

Ⅱ　下水道事業会計

事業名 下水道管きょ及び施設の改築更新事業（老朽化対策）

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

目的

3,668,396千円 4,685,484千円
（平成29年度繰越額
774,665千円を含む）

3,308,141千円
（平成28年度繰越額
754,588千円を含む）

　下水道施設においては老朽化した管きょ及び施設の
改築を計画である長寿命化計画（※）に基づき、計画的
な改築・更新を進め、下水道機能を維持します。

下水道施設の長寿命化計画による管きょの

改築更新

目標値（平成３１年度まで） ２１，０５５ｍ

平成２９年度まで実績 ７，３２４ｍ

平成３０年度実績（見込） ２，５８５ｍ

平成３１年度予定 ３，０４２ｍ

累計 １２，９５１ｍ

進捗率 ６２％

表面部材 モルタル注入 更生完了

管更生工事

その他設備改築工事ポンプ、エンジン改修工事

下水道施設の長寿命化計画による

改築更新機器数

目標値（平成３１年度まで） １，５２８台

平成２９年度までの実績 ４７０台

平成３０年度実績（見込） １５７台

平成３１年度予定 ４０８台

累計 １，０３５台

進捗率 ６８％

継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業
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平成31年度内容 計画目標

平成３１年度公営企業局主要事業 No.10

Ⅱ　下水道事業会計

事業名 下水道浸水対策事業

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

目的

873,501千円 1,323,152千円
（平成29年度繰越額
253,053千円を含む）

576,040千円
（平成28年度繰越額
354,831千円を含む）

　近年の都市型集中豪雨に対応すべく、雨水整備水準を
現在の６年確率降雨強度から国が示す中長期目標であ
る１０年確率降雨強度へ引き上げ、道路の溢水、浸水被
害を軽減します。

　備考

※1

※2

※3

※４

末端増補管とは、生活道路等に埋設されていて、下水道の大きな幹線管きょから見て末端部分に位置する既設の下水道の管
きょに対し、その管きょを増径して入れ替えたり、近接するマンホールを接続するバイパス管や既設管を補完するための新設管
を入れた増補管等の整備をすることで、１０年確率降雨に対する排水能力不足を補う施設です。

雨水浸透管とは、車道と歩道の間のスペースに穴のあいた様な雨水用の特殊な管や桝を設置し、降った雨を地中に浸透させ
ることで、下水道本管に流れ込む雨水量を抑制させることで、浸水被害の軽減を図る施設です。

雨水ポンプとは下水道のポンプ場において、管きょを流下してきた雨水を、河川などの公共用水域に放流するために設置され
たポンプです。
　
雨水貯留管は、雨天時に増加する雨水を既設下水道管から取り込むことで一時的に貯留し、浸水の被害を軽減する施設で
す。

○末端増補管整備（※１）

シミュレーション結果により溢水が確認できた箇所にお
いて、10年確率降雨に対応する下水道管を整備しま
す。（7,920千円）

○雨水浸透管整備（※２）

尼崎市雨水浸透施設整備計画に基づき、浸透管を整備
することで、浸水を軽減します。（35,678千円）

○雨水ポンプ（※３）能力増強改築工事

大庄中継ポンプ場雨水棟７号ポンプ、中在家中継ポン
プ場１号ポンプの改築工事を実施し、雨水排水能力の
増強を図ります。（786,752千円）

○雨水貯留管整備（※４）

河川放流の増量が困難である武庫分区において、10年
確率降雨に対応できるよう、全体20,000 を貯めること
のできる貯留管整備を計画しています。
整備工事の着手に向け、比較検討案の作成、工事内容
の検証等を行い、最終的な工事計画案を策定します。
(43,151千円)

末端増補管整備(平成２６年度～）

対象箇所 ２２箇所

平成２９年度までの実績 ９箇所

平成３０年度実績（見込） ２箇所

平成３１年度予定 ３箇所

累計 １４箇所

進捗率 ６４％

雨水浸透管整備延長(平成２１年度～平成３８年度）

目標値 ５，２００ｍ

平成２９年度までの実績 ２，４９０ｍ

平成３０年度実績(見込） １８０ｍ

平成３１年度予定 １５０ｍ

累計 ２，８２０ｍ

進捗率 ５３％

雨水ポンプ能力増強工

末端増補管 雨水浸透管

雨水ポンプの能力増強台数(平成２６年度～）

対象箇所 ５０台

平成２９年度までの実績 ７台

平成３０年度実績（見込） ３台

平成３１年度予定 ２台

累計 １２台

進捗率 １４％

継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業
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事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

平成３１年度公営企業局主要事業 No.11

Ⅱ　下水道事業会計

事業名 下水道地震対策事業

尼崎市下水道総合地震対策計画に基づき、以下の工事
を行います。
　
○マンホールトイレ（※）の設置
　　　避難所となる小学校にマンホールトイレを整備し
　　　ます。平成31年度は6校に設置工事を行います。
　　　（平成31年度以降は各行政区に１校設置）
　　　（51,882千円）

○避難所からの排水を受け持つ重要な幹線の耐震診断
　　　平成31年度にマンホールトイレを設置する小学校
　　　からポンプ場に至る管経φ800ｍｍ以上の管きょの
　　　耐震診断を実施します。（19,906千円）

○下水処理場及び中継ポンプ場施設の耐震化
　　　高田中継ポンプ場、北部浄化センターの耐震補強
　　　工事を実施します。（199,512千円）
 

　備考

尼崎市下水道総合地震対策計画(計画期間平成３０年度～平成３４年度）
　
   目的　　地震時に下水道が機能を確保するための耐震化及び下水道機能のバックアップ対策と
　　　　　　　を併せて進めることをもって、地震に対する安全度を早急に高め、安心した都市活動を
　　　　　　　継続すること。
　
　概要　 １ 耐震補強
　　　　　　 　管路施設　　　　　　　防災拠点、避難所からの排水を受ける管きょ
　　　　　　　 処理場・ポンプ場　　耐震性能を満たしていないと判定のあった耐震補強未実施箇所
　　　　　　２ 減災対策
　　　　　　　 マンホールトイレ　　２５校（１校あたり６基程度）
　　　　　　　 上部構造物等　　　 備蓄倉庫、テントほか
　
　※　避難所に専用の下水道管を布設し、発災時は下水道管へ直接便器を接続し、テント等
　　　　　　で囲うことで利用するトイレです。

目的

271,300千円 199,893千円
（平成29年度繰越額
58,275千円を含む）

171,837千円
（平成28年度繰越額
20,524千円を含む）

　大規模な地震時に未処理の下水のまち中への溢水及
び、河川や海への流出しを防ぎ、衛生的で快適な生活
環境を確保し、震災に強いまちを実現します。

平成31年度内容 計画目標

マンホールトイレ

施設の耐震化

目標値（平成３４年度） １６施設

平成２９年度までの実績 ８施設

平成３０年度実績(見込） ２施設

平成３１年度予定 ２施設

累計 １２施設

進捗率 ７５％

マンホールトイレ整備

目標値（平成３４年度） ２５校

平成２９年度までの実績 ー

平成３０年度実績(見込） １校

平成３１年度予定 ６校

累計 ７校

進捗率 ２８％

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ
30 31 32 33 34

管きょ施設 管きょ
処理場施設 北部浄化センター

中在家中継ポンプ場

大庄中継ポンプ場
高田中継ポンプ場

西川ポンプ場
富松ポンプ場
尾浜ポンプ場

その他施設 マンホールトイレ 1校 6校 6校 6校 6校

ポンプ場施設

スケジュール

対象施設

継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業

施設の耐震化
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事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

平成３１年度公営企業局主要事業 No.12

Ⅱ　下水道事業会計

事業名 下水道高度処理の推進

○北部浄化センター１系水処理施設高度処理化
　　北部浄化センターの１系水処理施設を３期に分け、
第１期工事として、３水路あるうちの１水路の高度処理
化を図ります。
   工事期間　平成３１～３２年度　事業費1,842,000千円

　　　総事業費　　約３５億円  （平成３１年度～平成３４年度）

　備考

＜高度処理化事業の概要＞
　高度処理化事業は、平成３４年度完成を目標に、東部浄化センター、北部浄化センターそれぞれ１系列の水処理施
設を通常の下水処理に加え、窒素及びりんを除去する高度処理化を行っております。
工事は、平成２５年度から着手し、平成３０年度末に東部浄化センターの１系列が完成する予定で、現在の東部浄化セ
ンターの水質改善状況としては、目標水質基準（１年間の平均で、窒素８ｍｇ／㍑以下、りん０．８ｍｇ／㍑以下）を達成
しています。
平成３１年度からの４ヵ年で北部浄化センターの水処理水質改善を行っていきます。
＜工事の内容＞
（※１）土木工事：隔壁の設置など高度処理に対応する水路の改築及び施設の耐震化を行います。
（※２）機械設備工事：攪拌機設置など高度処理に対応する機器の改築及び古くなった設備の更新を行います。
（※３）電気設備工事：監視制御設備の更新など高度処理に対応する機器の改築及び古くなった設備の更新を行い
　　　　ます。

目的

908,000千円 1,282,180千円
（平成29年度繰越額
308,000千円を含む）

949,820千円
（平成28年度繰越額
178,000千円を含む）

　大阪湾の水質改善を図るため、富栄養化の原因であ
る窒素及びりんを減らすことを目的とし、兵庫県が策定
した大阪湾流域別下水道整備総合計画に位置付けられ
た目標水質を達成するため下水処理施設の高度処理
化を行います。

平成31年度内容 計画目標

高度処理（電気設備） （※３）

高度処理（機械設備） （※２）

耐震補強 （※１）

無酸素攪拌機 汚泥掻寄機

無酸素槽攪拌機現場操作盤 反応タンク溶存酸素計

削孔作業 せん断補強筋挿入

平面図とか？？？

浄化センターの高度処理化

目標値（平成３４年度） ２系列

平成３０年度実績 １系列（東部）

平成３１年度予定 ０．３系列

累計 １．３系列

進捗率 ６５％

北部浄化センター

1系水処理施設

２系水処理施設３系水処理施設

３水路

継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業

期別 H25 H26 H27

北部浄化センター
１系

１期
２期
３期

H34

東部浄化センター
１系

１期
２期
３期

H28 H29 H30 H31 H32 H33施設
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　平成31年度より、北部浄化センター、高田・西川・栗
山・富松・尾浜中継ポンプ場及び東難波雨水ポンプ場の
運転操作および維持管理業務の一部を外部委託しま
す。
　委託期間　平成３１～３３年度　事業費　559,135千円
（下図赤枠　　　　参照）
（委託範囲）
　平日夜間（１７：００～翌日９：００）
　土日祝日及び年末年始の終日

　備考

効果額　：　▲約11,828千円

＜処理場・ポンプ場の運転操作等業務委託実績＞
東部浄化センター(平成１５年度より)
中在家中継ポンプ場・東部雨水ポンプ場(平成１６年度より)
大庄中継ポンプ場・臨海西部ポンプ場・臨海西部マンホールポンプ場(平成２３年度より)を包括的民間委託しています。
（上図黒枠　　　　　参照）

【包括的民間委託とは】
　処理場・ポンプ場の運転管理・維持管理業務や各種保守点検業務などに加えて、ユーティリティー調達業務や修繕
　業務などを含め民間事業者に委託しています。

目的

185,245千円
- -

　処理場・ポンプ場の運転操作及び維持管理業務の業
務執行体制を見直し、一部を外部委託化し、効率化を図
ります。

平成31年度内容 計画目標

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

平成３１年度公営企業局主要事業 No.13

Ⅱ　下水道事業会計

事業名 処理場・ポンプ場の運転操作等業務委託　

取組計画〈平成31年度～〉

北部浄化センター

栗山中継ポンプ場

尼崎市 下水道 施設

大庄中継ポンプ場

臨海西部ポンプ場

北部浄化センター

東部浄化センター

西川中継ポンプ場

高田中継ポンプ場

栗山中継ポンプ場

富松中継ポンプ場

東難波雨水ポンプ場

尾浜中継ポンプ場

中在家中継ポンプ場

東部雨水ポンプ場

臨海西部マンホールポンプ場

新

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業

～H30 H31～

栗山中継ポンプ場

富松中継ポンプ場

尾浜中継ポンプ場

東難波雨水ポンプ場

北部浄化センター

高田中継ポンプ場

西川中継ポンプ場

運転管理体制
施設名

直営
３９人

[平日昼間]
直営

１９人（▲２０人）

[平日夜間土日
祝日年末年始

終日]
委託

-16-



平成３１年度公営企業局主要事業

Ⅰ　水道・工業用水道事業会計、Ⅱ　下水道事業会計

事業名 広報・広聴活動事業

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

目的

　　22,389千円
（水道 15,392千円
下水道 6,997千円）

　　32,148千円
（水道 27,378千円
下水道 4,770千円）

　　14,768千円
（水道 13,086千円
下水道1,682千円）

水道、下水道ともに、人口減少などにより需要の減少が
見込まれ、一方で施設の経年化が進む厳しい経営環境
の中にあります。市民のライフラインである水道及び下
水道が今後とも安定的に事業が持続するには、お客さま
とコミュニケーションと情報提供がより重要となることか
ら、より上下水道を身近に感じ、理解していただこうとす
るものです。

No.14

平成31年度内容 計画目標

①水道及び下水道に関する情報を発信している広報紙
「ウォーターニュースあまがさき」を平成31年度も継続し
て発行します。（年４回発行予定）（9,639千円）

②平成31年度も本市水道事業の象徴である神崎浄水場
において、水道と下水道が連 携し、見学等を通して、両
事業を身近に感じていただくイベントを開催します。ま
た、市民まつりなど各種イベントで広報活動を展開しま
す。（5,665千円）

③下水道では全国的な取組である“マンホールカード”の
継続配布や新たなデザインマンホールを考案し、作成・
設置を行うなど、下水道に関心をもっていただける取組
を行っていきます。（2,716千円）

④リニューアルした上下水道が一体となったホームペー
ジにて、様々な情報提供に努めるとともに、その他啓発
用パンフレット等の作成を行います。
（4,369千円）

　水道事業は給水収益の減少が続き、施設の老朽化が進む
厳しい経営環境にあります。お客さまにはそうした水道事業
の現状を理解いただくとともに、水道事業をより身近に感じ、
お客さま自身のこととして理解いただくことを目標としていま
す。また下水道事業についても暮らしに不可欠な存在である
重要な社会インフラの一つであることを理解いただくことを目
標としています。そしてそれらお客さまのお支えをもって水道
及び下水道の安定的持続を目指し事業を行っていきます。

　備考

ウォーターニュースあまがさき

尼崎市下水道 マンホールカード

継

神崎浄水場開放イベント

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業
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平成３１年度公営企業局主要事業

Ⅰ　水道・工業用水道事業会計、Ⅱ　下水道事業会計

事業名 水道料金及び下水道使用料の収納率向上

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

No.15

目的

－ － －

　水道事業及び下水道事業の安定的な運営を図るた
め、収益の根幹をなす水道料金及び下水道使用料を確
保するとともに、お客さま全体の負担の公平性を期する
観点から、さらなる収納率の向上を図ります。

平成31年度内容 計画目標

　水道料金及び下水道使用料の収納率向上を図るた
め、以下の項目に取り組みます。

１　従前からの取組み
　（1）　新規の使用申込時の案内や納入通知書等を活
　　　用した口座振替払い及びクレジットカード払いの利
　　　用促進
　（2）　夜間徴収に重点を置いた訪問による面談の実施
　（3）　電話による督促の実施
　（4）　無断転居者に係る未収分の早期対応の実施
　（5）　水道料金滞納者に対する給水停止の実施

２　平成31年度からの取組み
　（1）　訪問による納付交渉時や窓口へお支払いに来所
　　　された際など、お客さまと接する機会を活用し、口
　　　座振替申込用紙を手渡すなど、口座振替払いのさ
　　　らなる利用促進
　（2）　インターネットで口座振替の申込みができる
　　　　「Web口座振替受付サービス」の実施
　　　　　（平成30年11月から運用開始中）
　　　　　　　　　　（1）及び（2）の取組みにより、自動払い（口座振替払い及
　　　　びクレジットカード払い）の利用率を75％（平成29年度末
　　　　72.92％）まで引き上げることを目指します。
　（3）　定例停水日のほか、約束不履行時の随時停水
　　　日を設けるなど、滞納状況に応じた給水停止の実
　　　施
　（4）　水道料金徴収業務に係る委託業者に対するイン
　　　センティブ基準について、近年の収納状況をもとに
　　　基準収納率を引き上げる見直しの実施
　（5）　下水道使用料徴収業務に係る委託業者に対する
　　　インセンティブの新たな導入

　尼崎市債権管理推進計画（H31～H34)に基づく、目標数値
の達成に向けて取組みます。

〇　水道料金

　
　　現年度分については、平成28年度中核市平均収納率（99.36％）を
　上回ることを目標に、平成34年度に99.40％の達成を目指します。
　　 滞納繰越分については、さらなる収納率向上を目指し、毎年度0.4
　％の割合で増加することを目標とします。

〇　下水道使用料
　

　　現年度分については、平成28年度中核市平均収納率（98.98％）を
　上回ることを目標に、平成34年度に99.25％の達成を目指します。
　　 滞納繰越分については、さらなる収納率向上を目指し、毎年度0.2
　％の割合で増加することを目標とします。
　
　※　納期等の関係上、現年度分については、いずれも翌年度5月末時点

　　　の数値を計上

　備考

水道料金等のお支払いには

便利でお得な口座振替払いをご利用ください。

金融機関の預金口座から自動的に料金をお支払いいただく方法です。

定例振替日に引き落とされた場合、請求金額から54円を割引きます。

ぜひご利用ください。

Ｗｅｂからのお申込みもできます！

○ Web口座振替受付サービス（インターネットで口座振替のお申込みが

できる受付サービス）の申込み手順について

継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業

H31 H32 H33 H34
現年度分 99.37% 99.38% 99.39% 99.40%

滞納繰越分 74.34% 74.74% 75.14% 75.54%

H31 H32 H33 H34
現年度分 99.04% 99.19% 99.24% 99.25%

滞納繰越分 87.37% 87.57% 87.77% 87.97%

（参考）水道料金収納率の推移

H25 H26 H27 H28 H29

現年度分 99.17% 99.33% 99.27% 99.30% 99.35%

滞納繰越分 69.40% 72.39% 71.91% 72.52% 73.54%

（参考）下水道使用料収納率の推移

H25 H26 H27 H28 H29

現年度分 98.52% 98.70% 98.67% 98.69% 98.74%

滞納繰越分 81.41% 81.78% 85.09% 86.97% 86.90%
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Ⅲ　モーターボート競走事業会計

事業名 電話投票売上向上事業　

平成３１年度公営企業局主要事業 No.16

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

○　電話投票とは
　電話回線やインターネットを使用して舟券を購入する方
法。現在はスマートフォンの普及に伴い、インターネット投
票が急速に拡大している。

１　（仮称）電話投票優待サービス事業（新規）
　本市の電話投票会員のうち、一定金額以上の舟券を購
入いただいている会員に対して非売品の提供や、通常で
は体験できない観戦ツアーへの招待等サービスの充実を
行い、定着化を図る。（4,000千円）

２　（仮称）ピットレポート配信事業（新規）
　ボートの発着場であるピットから、ボートレーサーのレー
ス直前のコメントやエンジン・モーターの調子等をレース毎
にライブ配信し、電話投票をはじめとする本場来場者以外
のユーザーに対しても質の高い予想情報を提供する。
　現在、SGレース等のビッグレースに係る予想情報のライ
ブ配信については、全国のボートレース場で統一的に展
開されているが、ボートレース尼崎独自にビッグレース以
外でもライブ配信を実施し、情報を充実させることで、電話
投票利用者の獲得を図る。（38,070千円）

３　電話投票キャンペーン事業（継続）
　平成29年度よりサービスを開始したボートレース尼崎の
電話投票会員クラブの運営とキャッシュバック等のキャン
ペーンを継続する。
　これまで蓄積してきた顧客情報を活用し、会員獲得を重
視した取組みから、会員の特性や購買金額に応じたサー
ビス展開へ転換し、本市の会員の定着化、拡大を図る。
（37,000千円）

　

　備考

目的

79,070千円 38,663千円 24,570千円

　近年、利用者数が著しく増加し、総売上の約４割を占め
る電話投票（インターネット投票）での発売に重点を置き、
利用者数の更なる拡大と定着、売上の向上を目指す。

平成31年度内容 計画目標

46,466 
57,038 

70,395 

90,001 

106,088 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H27 H28 H29 H30 H31

電話投票1日平均売上の推移

売上

拡

○　電話投票1日平均売上の目標金額及び過去の実績推移

①平成31年度目標金額 106,088千円 47.4%

※目標金額は、売上実績及び左記事業の効果額を考慮して決定

②過去の1日平均売上の推移

（単位：千円）

H27（実績） H28（実績） H29（実績） H30（実績）

電投売上 46,466 57,038 70,395 90,001

割合 29.3% 34.2% 38.5% 41.2%

※毎年の開催が不確定なSG・GI・GIIレースの売上は除く
※H30は平成30年10月末までの実績金額
※割合は本市の総売上に占める電話投票売上の割合

○　電話投票利用者数（テレボート会員数）　691,091人（平成30年10月末時点）

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業
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※デザイン・ビルド方式とは・・・
　　　　　　官民連携の手法の一つで、設計と施工を一括して１つの事業者（事業体）に発注する手法であ
　　　　　　る。設計と施工を一元化することで、工期の短縮が図れるほか、施行者のノウハウや固有技術
　　　　　　の活用により工事品質の向上や現場条件に適した合理的な設計が可能になる等のメリット
　　　　　　がある。

施設改修事業スケジュール
・平成30年6月　　　　　　　 補正予算額　515,000千円（債務負担行為額 3,091,000千円）
・平成30年11月　　　　 　  事業者選定
　
・平成31年2月　　　　　　　 契約・締結　着手
・平成34年3月　　　　　     事業完了

目的

186,647千円 - -

　メインスタンド建設後、20年が経過し、施設の老朽化が
進んでいるとともに、現状の来場者数に対して過大な施
設規模、経年によるアメニティ低下等の課題を抱えてい
る。そのため、新しいファン層を誘引できる魅力ある快適
な施設環境の確保、来場者の実態に沿った施設のコン
パクト化、周辺地域への貢献をコンセプトにモーター
ボート競走場内の大規模改修を行う。

平成31年度内容 計画目標

平成３１年度公営企業局主要事業 No.17

　施設整備を進めるにあたっては、レースを開催しなが
らの施工となることから、工期は短いことが望ましく、設
計と施工を一括して発注できる「デザイン・ビルド方式」
を採用する。
　なお、平成31年度は、選手宿舎建設予定用地にある
建物の解体や、メインスタンドの改修を予定している。

　施設の課題を解消し、ボートレース事業を安定的に継続し
つつ本市財政に貢献するため、以下の方向性に基づいて施
設の改修を進める。

　

　

　　　　施設改修事業に伴う工事費　約36億円

　モーターボート競走事業は老朽化した施設の改修・改築等
を行うためにこれまでの収益を建設改良積立金に積み立て
てきました。当該競走場施設改修事業ではこれらの資金（建
設改良積立金）等を活用し実施します。

建設改良積立金（平成２９年度末現在）　　　　3,322,765千円

　備考

Ⅲ　モーターボート競走事業会計

事業名 モーターボート競走場施設改修事業　

事業概要 平成31年度概算額 平成30年度当初予算 平成29年度決算額

メインスタンド

⑧イベントステージの移設

⑨正門及び西門の移設

現在、大屋根下にあるイベントステージの移設

メインスタンド方向へセットバックした位置に移設

老朽化や法改正に対応するための改修

老朽化に対応した防水工事

トイレの洋式化等

１階にインフォメーション、子どもルームを移設

有料指定席を3階の半分に移設、集約・改修

レストラン、売店をメインスタンド１階に集約・改修

主な項目 内　容

⑦１号館、大屋根の撤去

⑥エスカレーターの改修等

⑤屋上・外壁等防水

④トイレ、喫煙ルームの整備

③インフォメーション等の移設

②観覧席の集約・改修

①食機能の集約・改修

インフォメーション移設後の１号館、大屋根の撤去

平成30～33年度：設計工事予定【メインスタンドの改修等】

（補正予算額

515,000千円）

継

新 は新規事業 拡 は拡充事業 継 は継続事業

～
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